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航空機輸送の要である空港の配置には各国の国土計画思想が色濃く反映されている．本研究では，各国

の地域単位での空港へのアクセシビリティと空港のキャパシティを定量的に把握し，それらの地域間バラ

ンスについて国際比較を行った．その結果，各国の空港分布は、首都周辺のみで整備水準が高い一極集中

タイプである首都集中型，首都から離れた地域で整備水準が高い郊外タイプである遠方重視型，国土に空

港が均等に整備されている均等分布型の3つに分類可能であることを明らかにした．また，これら空港分

布型が形成された背景には，各国の首都圏巨大空港計画の成否が大きく影響していることを示した．以上

より，空港分布の分類を介して各国の国土計画思想が読み取れることを示しこれらの国際比較

を通じて我が国の空港整備に関する位置づけを確認した． 
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1. はじめに 

 

（1） 背景と目的 

旅客飛行の歴史は，その時代における航空機の性能や

社会情勢の影響を受けながらも100 年を迎えようとして

いる．各国における民間空港の整備方針や整備計画を概

観することによって，これまでの各国の空港整備計画，

延いては各国の国土計画思想を浮き彫りにし，空港の適

切な運用方法や整備計画方針に関する知見を得ることは，

我が国をはじめとした各国におけるこれからの航空産業

の発展に寄与すると考えられる． 

民間空港の空港分布について考察する方法として，国

ごとにその民間航空の興りを研究したものや首都圏に限

って国際比較をしたものなどが挙げられるが，国土全体

を通してその比較を行ったものは限られている．また，

他の交通インフラに関しては地域比較，国際比較を行う

ための指標について研究がなされているが，航空に限る

と未だ十分になされているとはいえない． 

以上から本研究では，国ごとの空港の配置に関する歴

史背景の研究と国際比較を同時に行うことを目的とする．

2章では本研究における対象範囲と収集した空港データ

を示す．3章では各国における空港整備状況を視覚的に

概観する．それにより各国に見られる空港分布の特徴を

まとめる．4章では各国における空港整備状況について

定量的に比較を行う．ここでは既存の指標として基準化

空港整備水準指標，地域間バランス指標を用いる．5章

では3 章，4 章で生じた差について，1980年代以前の空

港整備状況から考察する．最後に6章において本研究の

成果と今後の課題を示す． 

 

（2） 既往研究のレビュー 

民間空港の時代ごとの位置の変遷について追った研究

として可児（2015）1）がある．この中で可児は，日本に

おける戦後の民間空港の配置の変遷は大きく4 つの期間

に分かれており，その初期の段階において，旧軍用飛行

場を戦後の民間空港として活用しようとする動きがあっ

たということを述べている．旧軍用飛行場の活用の際に

は，飛行場の大きさよりも，飛行場と近隣主要都市との

距離が重視されており，また，在日米軍基地の返還が民

間空港の供用開始に影響を与えていたとしている． 

海外の空港に関するものについて調べると，韓国では

韓国空港三十年史2）に韓国における民間航空の興りにつ
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いて記されている．イギリスでは，フラッグキャリアで

あるBritish Airways のホームページ3）に会社の歴史と共に

航空の歴史として航空機及び空港の歴史にも触れられて

いる． 

また花岡（2003）4）では首都圏の空港について複数の

国の首都圏において機能分担の観点から比較をした後、

都市圏旅客・乗り継ぎ旅客別に構築した複数空港選択モ

デルを用いて，複数空港システムにおける機能分担ルー

ルが利用者便益に及ぼす評価手法を開発している．さら

にそれを用いて関西都市圏の空港について評価を行った． 

佐藤，新井，高井（2010）5）では，世界の空港につい

て乗客数，取り扱い貨物量との観点からEU やアメリカ

といった大きな地域区分で比較・整理している．その上

で，経済大国における航空輸送の発展，ハブ空港の存在

について述べている栗原，岡本（2009）6）では，インバ

ウンド政策と航空政策の展開について事例を用いながら

国ごとに整理を行っており，日本において将来必要とな

る航空容量について地方空港の活用によって賄うことが

できるとしている． 

次に指標を用いて交通インフラの地域比較及び国際比

較を行っている研究を示す． 

佐藤（2001）7）では分野を交通に限定してサービス水

準の評価を行うことで各都市の交通水準を把握している．

さらに都市の分類を行い，同じグループに分類された都

市の間で道路整備水準を比較することによって，整備を

行うべき箇所を示すことを可能としている． 

家田（2005）8）では高速道路の整備水準を国や地域の

規模を考慮して比較している．高速道路延長の理論値を

ある地域の単純なモデルを作成して求め、様々な仮定を

置いた上でモデルを解くことにより国土係数という名称

の理論を構築し，用いている．その後，井後（2010）9）

では，国土係数理論の考えを基本にしつつ，新たな比較

指標を開発し，国や地域の経済水準の違いや地理的条件

といった条件の違いによる高速道路の整備コスト，維持

コストの差異を考慮して高速道路整備水準の比較を行っ

ている．また，整備水準の地域間バランスを表す指標を

導入して各国における地方別の整備水準の時系列変化の

比較も行った．さらに，近藤（2011）10）では，井後

（2010）9）を発展させる形で，アクセシビリティの向上

とキャパシティの確保の両面から高速道路整備水準を評

価できるような比較手法を開発し，各国の高速道路整備

水準の比較を行っている．趙（2011）11）では上記の流れ

を汲んで，各地域における空港への空間的アクセシビリ

ティに着目した，基準化空港空間アクセス整備水準と空

港のキャパシティの要素を加えた基準化空港容量整備水

準という2 つの指標を開発し，それらを用いることによ

って複数国間での空港整備水準の比較を行っている．ま

た，日本国内および中国国内の地域別空港整備水準につ

いても比較を行い，日本においては，都市圏よりも新幹

線の通っていない地方のほうが空港整備は進んでおり，

中国についても同じような傾向が見られつつも，急激な

経済成長により空港整備水準が全体的に下がってきてい

るという知見が得られている． 

以上のことを踏まえ，本研究においてはこれらの論文

において行われていない，国ごとの空港の配置に関する

歴史背景の研究と国際比較を同時に行うこととする．趙

（2011）11） で開発された基準化空港整備水準指標を用

い，日本を含めた各国の空港整備水準の推移について国

際比較を行う．また，各国の地域ごとの空港整備水準を

比較し，整備水準の共通点・相違点から各国がどのよう

な考えのもと空港整備政策を行ってきたのかということ

についてその計画思想について考察する． 

 

2. 空港データの収集 

 

（1） 対象範囲の設定 

本研究のみによって全世界の空港の空間配置の変遷に

ついて追うことは困難であるため，研究対象とする国を

限定し，調査・分析を行った．本研究では，イギリス，

フランス，ドイツ，日本を対象とする．この4か国は航

空産業の成熟レベルやGDP，国土面積，人口といった面

で近い国々ということで選択した．また島嶼部もしくは

首都から国内陸上交通のみで達し得ない地域の空港は対

象としない．なぜなら，これらの地域では移動手段とし

て海運もしくは航空に依存する割合が大きいため，必然

的に他地域よりも空港の整備水準が高くなってしまい，

比較対象として適当でなくなるからである．水上機用空

港も除く． 

 

（2） その他の制約と空港データ 

イギリスはCivil Aviation Authority（CAA）のUK airport 

data のデータ，フランスは省庁のデータ，ドイツは

Flughafenverband ADV（German Airports Association）及び

Statistisches Bundesamt （Destatis）のデータをそれぞれ用い

る．日本の空港データに関しては前述したように可児

（2015）1)に詳細なデータが記載されている．また，

『数字でみる航空』にも詳細なデータが記されている． 

上記4 カ国のデータの中でも，German Airports Associa-

tionでは，ドイツの主要となる空港のみのデータを扱っ

ている一方，他の3 カ国では比較的小規模な民間空港の

データも扱っている．これらのデータを単純に比較して

しまうとドイツの小空港を考慮に入れずに比較すること

になるため，公正な比較とならない．そこで，Statistische 

Bibliothekに掲載されている2013 年空港利用者数データよ

り，ドイツ国内主要空港の中で最も年間利用者数の少な

いロストック・ラーゲ空港の123,000 人を下限として，
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各国において比較の対象とする空港を決める．すなわち，

本研究においては年間利用者数123,000 人以上の空港に

ついて比較，研究を行う． 

以上より各国のデータを用いて比較可能な年を本研究

における対象期間とする．イギリス：1980～2014 年，フ

ランス：1985～2013 年，ドイツ：1990～2014 年（1990 年

における旧東ドイツの空港は対象から外す），日本：

1980～2014 年．これより，対象となる空港数は，イギリ

ス31，フランス38，ドイツ28，日本54となる． 

 

3. 空港整備と立地に関する基礎分析 

 

（1） 基礎分析の方法と結果 

まず対象範囲となる国における民間空港の空間配置の

変遷について概観するため，フリーオンライン百科事典

Wikipedia を用い，地図上で空港の位置の変遷を追う．な

お，Wikipedia の記事は正確性の担保されていない記事で

あるため，あくまでも参考として各国の空港整備状況を

概観するためのみに用いる．日本に関しては可児（2015）
1) を用いる．また，2章 で示した制限は行わない．なお，

歴史的変遷から対象とする国々の空港整備政策について

推測を行うことも同時に目的とするため，第2 次世界大

戦前における民間空港の空間配置から現在の空間配置ま

でを示す．対象とする年は，1938 年（日本は1939 年），

1959 年，1976 年，2013 年（日本は2014 年）である．こ

れらの年は空港の整備が行われていく様子が見やすいよ 

 

 

図-1 ヨーロッパ諸国の民間空港の空間配置の変遷 

うに設定したものである． 

 

（2） 各国に見られる特徴 

a） イギリス 

 イギリスの民間空港の空間配置の特徴は，他国に比べ

首都であるロンドンに空港が集中しているということで

ある．戦前で既にその傾向は見られ，戦後においてもイ

ギリスの他の地域に比べロンドンの空港整備の充実ぶり

は明らかである．他の都市に関しては戦後にまず人口の

多い主要都市において空港の整備が行われ，徐々に周辺

の地域に広がっていく，という様子が見られる． 

b） フランス 

 フランスの民間空港の空間配置の特徴は，パリとフラ

ンス西部及び南部の空港整備がほかの地域に比べ優先さ

れてきたということであろう．パリを中心とし，国土の

端の方に放射状に空港を配置している様子が図から見ら

れる．特に1976 年までの図を見るとその様子がはっき

りとわかる．首都から近い地域には鉄道や自動車で，遠

い地域には飛行機で向かうという交通施策の思想を見て

取ることができる． 

フランスは航空網だけでなく，鉄道網や道路網におい

てもパリからの放射線状のネットワークが構築されてい

る．フランス初期の鉄道網の考え方として「ルグランの

星」といわれる五芒星の形状があり，現在のフランス高

速鉄道TGV のルートの決定にもこの考え方が用いられ

ている12)． 

 

 

図-2 日本の民間空港の空間配置の変遷 
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c） ドイツ 

 ドイツにおける民間空港の空間配置の特徴は，空港が

国土全体に比較的均等に分布しているということである．

旧西ドイツ側の人口の方が多いこともあり，空港の数は

やや西側に偏っているが，近年では，旧東ドイツ側にも

空港が整備されてきていることが図から読み取れる． 

d） 日本 

 可児，趙，家田（2015）13)においても述べられている

が，図 2 を見ると，西日本地域の空港数が東日本地域よ

りも多い西高東低の傾向が見られる．この傾向は戦前の

空間配置においても見られている．また，近年になるま

では東京都市圏周辺における空港数も少なかったという

ことが見て取れる． 

 

（3） まとめと研究課題の設定 

 前節で述べた4か国の民間空港の分布の特徴をまとめ

ると，イギリスでは首都ロンドン及び国土の南側に空港

が集中している．フランスでは首都パリを中心として国

土の端に放射状の配置．首都から離れた西側，南側での

空港整備が進んでいる．ドイツでは国土に分散的に空港

が配置されている．日本では首都から離れた西日本地域

において比較的空港整備が進んでいるといえる．このこ

とから本研究では空港の分布形式を表1の3 つに大別し，

本章以降においてこの型に各国の空港整備状況が当ては

まるのかということについて検討する． 

 

4. 空港配置に関する定量的国際比較 

 

（1） 概要 

 本章では，ここまでの章において見られた各国の空港

配置の特徴をより定量的な指標で評価する．趙（2011）
11) で開発された基準化整備水準指標を用いる．まずは

基準化空港空間アクセス整備水準を用い，各国の地域ご 

 

表-1 空港の分布形式 

首都集中型 

首都を中心とした地域及びその周辺に空

港が集中し，他地域と比べても整備水準

が高くなっているという分布型．イギリ

スの空港分布が例として挙げられる． 

遠方重視型 

首都の周辺では空港の整備があまり行わ

れていないが，首都から遠い地域におけ

る空港整備水準は高くなっているという

分布型．フランスの空港分布が例として

挙げられる．また，日本もこの型に属し

ていると考えられる． 

均等分布型 

国土に均等に空港が整備されている分布

型．ドイツの空港分布が例として挙げら

れる． 

との空港整備水準について比較を行う．それから，基準

化空港容量整備水準を用い，各国の地域ごとの空港容量

について比較を行なう．これにより各国における空港へ

のアクセシビリティ及びキャパシティについて定量的に

考察を行う． 

その後，井後（2010）9) において定義された「地域間バ

ランス指標」を用い，各国の地域の整備水準のバランス

について考察する．これは各国におけるインフラ整備が

大都市を優先として行なわれてきたのか，国土全体の均

衡な発展を重視して行なわれてきたのかということにつ

いて知ることが出来るものである．地域間バランスにつ

いても，アクセシビリティ，キャパシティの両面から考

察を行う． 

 

（2） 対象地域における区割りの見直し 

 定量的な分析を行う前に各国の地方行政区画について

見直しを行う．対象空港の数を各国の地域ごとに数える

と，日本の地方行政区画数が8 であることに対し，イギ

リスでは11，フランスでは21，ドイツでは16 となってい

る．単純な1 地方行政区画あたりの空港数は日本：6.75 

空港，イギリス：2.82 空港，フランス：1.81 空港，ドイ

ツ：1.75 空港になる．このままでは，空港数の変化当た

りの整備水準の変動が大きくなってしまい有用な結果が

得られない可能性がある． 

 また，イギリスのロンドン地区，ドイツの3 つの都市

州（ベルリン，ブレーメン，ハンブルグ）は他の地方行

政区画より面積が際立って小さく，これを都市圏以外の

地域も含めている関東地方やフランスのイル＝ド＝フ 

ランスと比較すると公正な結果が得られない可能性があ

る． 

以上のことから本研究においては，表2～表4のように

各国の地方行政区画を統合した区割りを用いることとす

る．区割りにおいては地理的な条件を主に考慮した．こ

のことによって公平な国際比較を行うことができる． 

 

表-2 新しく定めたイギリスの地域区分 

新しい地域区分 Region（UK） 

North 

Yorkshire and the Humber 

North West 

North East 

Midlands 
East Midlands 

West midlands 

London & East & 
South East 

London 

East 

South East 

South West South West 

Scotland Scotland 

Wales Wales 

第 55 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 5

表-3 新しく定めたフランスの地域区分 

新しい地域区分 Region（France） 

North 

Nord-Pas-de-Calais 
Picardie 

Basse-Normandie 
Haute-Normandie 

West 
Bretagne 

Pays-de-la-Loire 

East 

Alsace 
Champagne-Ardenne 

Lorraine 
Bourgogne 

Franche-Comté 

South West 

Aquitaine 

Limousin 

Poitou-Charentes 

South East 
Auvergne 

Rhône-Alpes 

South 

Languedoc-Roussillon 

Midi-Pyrénées 

Provence-Alpes-Côte d’Azur 

Center 
Centre-Val de Loire 

Île-de-France 

 

表-4 新しく定めたドイツの地域区分 

新しい地域区分 Region（Germany） 

Berlin & Brandenburg 
Berlin 

Brandenburg 

North 
Mecklenburg-Vorpommern 

Hamburg 
Schleswig-Holstein 

East South 

Sachsen 

Sachsen-Anhalt 

Thüringen 

West North 
Bremen 

Niedersachsen 

West Center 

Hessen 

Nordrhein-Westfalen 

Rheinland-Pfalz 

Saarland 

West South 
Baden-Württemberg 

Bayern 

 

なお，日本の地域区分は，北海道，東北，関東，中部，

近畿，中国，四国，九州の8つとする．また，各国の行

政区画は2015年時点のものを用いている． 

 

（3） 空港アクセシビリティ 

a） 基準化空港空間アクセス整備水準指標の導出 

可児ら（2015）13)による指標導出方法の概要を示す． 

空港空間アクセス整備水準αをα =n/n*と定義する．n 

は対象地域における空港の数，n*は対象地域における需

要を反映した対象地域内最適空港数である．n*は次の式

で定義される． 

݊∗ = ට ܣ2ܲ2ܫ

ߨ2ܥ2ݒ9

3

   （ 1 ） 

各文字は対象地域内における数値を表しており，I は1 

人あたりGDP，P は人口，A は面積，v は空港へのアク

セス速度，C は空港建設コストを表す． 

基準とする地域，時期に添え字0 つけると，任意の地

域，時期における相対的空港空間アクセス整備水準はα 

の比で表される． 

ߙݎ =
ߙ

0ߙ
=

݊

݊∗

݊0

݊0
∗

=

݊

݊0
݊∗

݊0
∗

=
ܧݎ

ܮݎ
 （ 2 ） 

ここで，ߙݎ , ,ܧݎ をそれぞれ基準化空港アクセス整備ܮݎ

水準，基準化空港数，基準化国土係数（空港数）とよぶ．

任意の地域の空港整備水準の比較には基準化空港空間ア

クセス整備水準ߙݎを用いる．また，݊0は基準地域にお

ける空港数を表し，݊0
∗は基準地域における最適空港数

を表す． 

݊0
∗ = ට

0ܫ
2ܲ0

0ܣ2

0ݒ9
0ܥ2

ߨ2

3

   （ 3 ） 

各文字は基準地域内における数値を表しており，0ܫは

1 人あたり GDP，ܲ0は人口，0ܣは面積，0ݒは空港への

アクセス速度，0ܥは空港建設コストを表す．本研究で

は 2010 年の日本全体の空港空間アクセス整備水準を基

準として，添え字 0をつける． 

 

b） 4か国の基準化空港空間アクセス整備水準の推移 

 ここでは空港データを用いて前節の地方区分のもと計

算を行い，得た結果を示す．データは 5年ごとに取り，

時系列での比較ができるようにしてある． 

 なお，面積，人口のデータの取得元は，イギリス：

Office for National Statistics，フランス：Insee（1995 年のリ

ージョン人口のデータは存在しないため 1990 年と 1999

年の平均値），ドイツ：Statistisches Jahrbuch (Year Book)，

日本：国土省国土地理院及び総務省統計局となっている． 

 また，GDPのデータは，イギリス：Whiley Online 

Library よりWorld Bank のデータを用いて計算した値，及

びeurostat（GDPデータとそのほかのデータでは1年のず

れがあるがそれは無視する．また，1985年，1995年のデ

ータはそれぞれ1981年と1991年の平均値，1991年と2001

年の平均値とする．），フランス：Insee，ドイツ：

Statistisches Jahrbuch，日本：内閣府国民経済計算統計表で
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ある． 

 空港データに関して，1990年のフランスのデータは空

白のため1985年と1995年を線で結んだものとなっている

こと，1995年のフランスの空港数は1997年のものとなっ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ていること，1990年のドイツのデータは西ドイツのもの

となっていること，1980年の日本の対象空港は1982年の

年間利用者数をもとに決定したことに注意されたい． 

 図3から図6に結果を示す． 
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図 3 イギリスの基準化空港空間アクセス整備水準の推移 

図 4 フランスのの基準化空港空間アクセス整備水準の推移 

 

 

図 6 ドイツの基準化空港空間アクセス整備水準の推移 

図 5 日本の基準化空港空間アクセス整備水準の推移 
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c） 結果の考察 

  この項では，図 3から図 6において示された各国の

空港数と基準化空港アクセス整備水準を用いて比較・考

察を行う． 

 イギリスでは，現在のアクセス整備水準の上位は

South West， Scotland， London & East & South Eastという順

になっている．Scotland に関しては地域面積が広大で人

口密度が低いという特徴がある．また，首都ロンドンか

らも遠い地域であるため，航空輸送サービスが他地域よ

りも充実していると考えられる．このことを除くと，国

土の南側に空港の分布が偏っているということが言えそ

うである．ロンドンが存在するLondon & East & South East

のアクセス整備水準は国の平均よりも高い水準にあり，

ロンドン都市圏における空港整備は重視されているとい

える． 

 フランスでは，イギリスとは反対にパリが存在する

Center がアクセス整備水準の下位に来ている．また，上

位を見ると，South， South West， Westとパリから遠い地

域が並び，その後 South East， North， East， Centerとパリ

から遠い順にアクセス整備水準が高くなっている．これ

より，首都から遠い地域における空港整備水準が高くな

っているということが言える．また，首都圏における空

港アクセスには改善の余地があるともいえるが，空港へ

のアクセシビリティは発達した鉄道や高速道路などの他

の交通ネットワークにより補われていると考えることも

できる． 

 ドイツでは，2005年まではBerlin & Brandenburgのアク

セス整備水準が他の地域に比べて高かったが，2008 年

に旧西ベルリンの空港のひとつであるベルリン・テンペ

ルホーフ空港の閉鎖に伴い国の平均水準まで下がってい

る．ドイツのアクセス整備水準の特徴として，全地域に

おける水準の差が小さいということが挙げられる．最上

位のNorthから最下位のWest Northまで水準差約 1.1の中

にすべての地域が収まっている．これはすべての地域に

おいて等しくアクセス整備がなされていることを示す．

なお，この指標では，地理的な分布の評価だけではなく，

地域における人口や経済規模等も考慮に入れていること

から，ドイツは単に国土に対して均等に空港を整備して

いるわけではなく，経済能力に応じて均衡発展していた

ということが読み取れる． 

 日本では，アクセス整備水準の上位は北海道，四国，

中国となっており，下位は関東，近畿，中部という東京，

大阪，名古屋の 3大都市圏を擁する地域となった．上位

の北海道に関しては地域面積が広大で人口密度が低いと

いうイギリスの Scotland と同じ特徴が見られるため，高

いアクセス整備水準となっている．四国，中国の次は東

北，少し開いて九州と続いており，西高東低の傾向は表

れておらず，一県一空港の推進の結果が日本における地

方重視のアクセス整備につながったと理解することがで

きる．下位の 3地域に関しては中部国際，関西国際，神

戸，茨城と 2000 年になってから新たな空港が整備され

アクセシビリティは向上してきている．また，フランス

と同じように都市圏空港へのアクセスは発達した鉄道網

や高速道路網などの他の交通ネットワークにより補われ

ていると考えることもできる．以上より，日本において

も首都の周辺では空港の整備があまり行われていないが，

首都から遠い地域における空港整備水準は高くなってい

るフランスと同様の空港整備が行われているということ

ができる． 

 

（3） 空港キャパシティ 

a） 基準化空港容量整備水準指標の導出 

 再び可児ら（2015）13)による指標導出方法の概要を示

す．この指標は基準化空港空間アクセス整備水準に空港

容量の要素を加えたものである． 

 空港容量整備水準をܹܰߙ = と定義する．n∗ݓ∗݊/ݓ݊

は対象地域における空港の数，wは対象地域における空

港容量の平均値，n*は対象地域における需要を反映した

対象地域内最適空港数，ݓ∗は対象地域における需要を

反映した対象地域内最適空港容量（平均値）である．

n*w*は次の式で定義される． 

∗ݓ∗݊ =
ܫܲ

1
1+ߝ

ܥ
1

1+ߝ

   （ 4 ） 

 P，I，C はそれぞれ対象地域における人口，1 人あた

り GDP，空港建設コストを表し，εは空港容量と旅客輸

送量の要素も反映した定数である． 

 基準とする地域，時期に添え字 0つけると，任意の地

域，時期における相対的空港容量整備水準はܹܰߙ  の比

で表される． 

ܹܰߙݎ =
ܹܰߙ

0ܹܰߙ

=

ݓ݊

∗ݓ∗݊

0ݓ0݊

݊0
0ݓ∗

∗

=

ݓ݊

0ݓ0݊
∗ݓ∗݊

݊0
0ݓ∗

∗

=
ܹܰܧݎ

ܹܰܮݎ
 （ 5 ） 

 ここで，ܰܮݎ，ܹܰܧݎ，ܹܰߙݎ をそれぞれ基準化空港容

量整備水準，基準化空港容量，基準化国土係数（空港容

量）とよぶ．任意の地域の空港整備水準の比較には基準

化空港容量整備水準ܹܰߙݎを用いる．また，0ݓは基準地

域における空港数を表し，݊0
0ݓ∗

∗は基準地域における最

適空港数を表す． 

n0
0ݓ∗

∗ =
0ܫ0ܲ

1
1+ߝ

0ܥ

1
1+ߝ

  （ 6 ） 

 各文字は基準地域内における数値を表しており，0ܫは

1 人あたり GDP，ܲ0は人口，0ܥは空港建設コストを表

す．本研究では 2010 年の日本全体の空港容量整備水準

を基準として，添え字 0をつける． 
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b） 空港容量の算出方法 

 空港の容量を決める要因には様々なものがある．本研

究では，空港容量に大きな影響を与えるのは滑走路であ

るとし，各空港における滑走路本数，滑走路長により空

港容量が決定されると考える． 

 趙（2011）11)では，ICAO の滑走路カテゴリーに従っ

て分類し，空港容量を 3000m 以上：400，2500m 以上

3000m 未満：200，1500m 以上 2500m 未満：80，914m 以

上 1500m 未満：40，914m 未満：10（単位は人）として

いた． 

 本研究では新たに，より客観性を持たせた空港容量の

算出式を導出する．まず航空振興財団発行の『数字でみ

る航空』より，日本国内及び国外で使用されていた主要

航空機のデータを用い，離陸必要距離・着陸必要距離と

定員についての関係を調べる．航空機の離陸必要距離及

び着陸必要距離の最大値と，航空機の定員をグラフ上に

プロットし回帰分析をかける．これにより，滑走路長と

その滑走路において運用可能な最大の航空機の定員との

関係式を得ることができた．これを空港容量として用い

ることとする．離着陸必要距離と定員の関係は以下の図

のようになる． 

よって，空港容量w 人は離着陸必要距離の最大値を x 

mとして以下の式で表される． 

w =  ）  ଵ.଻ହସ଼ݔ0.0002

 

図-7 空港容量の算出式の決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c） 基準化空港容量整備水準の推移 

 図8から図11に結果を示す．なお，日本以外の国に関

しては国内すべての空港の滑走路長の時系列データを手

に入れることができなかったため，空港開港時に現在供

用されているすべての滑走路が使われていたとして空港

容量を計算している部分がある． 

d） 結果の考察 

イギリスでは，国の平均整備水準を上回っている地域は

ScotlandとLondon & East & South Eastの2地域しかない．

Scotlandはアクセシビリティの節でも述べたように，地

域面積が広大で人口密度が低く，首都ロンドンからも遠 

い地域であるため，航空輸送サービスが他地域よりも充

実しているといった理由で容量整備水準が高くなってい

ると思われる．アクセシビリティでは上位に来ていた

South Westはすべての空港において滑走路が1本しかなか

ったため，他の地域に順位を抜かれてしまった．一方，

ロンドンの空港は3000m級の滑走路を備えた空港が3空

港あり，またヒースロー空港とガトウィック空港はそれ

ぞれ2本の滑走路を持っている．このことがLondon & 

East & South Eastの空港容量整備水準を上げている． 

フランスでは，アクセシビリティでも高水準だった

Southが容量整備の面ではさらに抜きん出て高水準とな

っている．そして2015年において次に整備水準が高い地

域はアクセシビリティでは最下位だった首都パリを擁す

るCenterとなっている．パリのオルリー空港では滑走路

が3本，フランスの玄関口ともいえるシャルル・ド・ゴ

ール空港では4本もの滑走路を用いて運用している． 

フランスの中心ともいえるこの 2空港により Centerの

キャパシティレベルを押し上げている．他の地域に関し

ては，ほとんどアクセシビリティのときと同じようにパ

リから遠い地域ほど整備が進んでいるという傾向が見ら

れる． 

ドイツに関してはほとんどアクセシビリティの場合と

傾向は変わらない．容量整備においてもすべての地域で

等しく行われている様子が見られる．また，アクセシビ

リティでは，ドイツの平均と同水準であった Berlin & 

Brandenburgであるが，容量水準に関してはベルリン・テ 
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ンペルホーフ空港の閉港後もドイツの平均をわずかなが

ら上回っている． 

日本においてもアクセシビリティの場合と傾向は変わ

らない．首都東京から遠い地域における容量整備水準は

高く，三大都市圏のある関東，近畿，中部の3地域につ

いては低いという結果になった．アクセシビリティと異

なる点は，可児ら（2015）13)でも指摘されていた1970年

代から始まる空港拡張期による空港容量の向上が1980年

から2000年頃に見られるということである．また，アク

セシビリティについてはフランスと同じく遠方重視型で

あったが，キャパシティの面に関してはフランスとは異

なる結果となった．フランスではパリを擁する地域の容

量水準が高かったのに対し，日本においては低いままと

なっており，日本は，対象とする4カ国の中では唯一，

首都のある地域の容量整備水準が全国平均よりも低い国

となっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3） 地域間バランス指標 

a） 地域間バランス指標の導出 

井後（2010）9)を利用すると，横軸にlnݎா（基準化国

土係数（空港数もしくは空港容量）），縦軸にlnݎ௅（基

準化空港数もしくは基準化空港容量）をとりプロットし

たグラフの 45 度線上の点は同じ基準化空港整備水準ݎఈ
を示しているといえる． 

 これより，各国において各地域をプロットした点から

回帰直線を求め，その傾きの値を求めることによって，

各国における空港整備の地域間バランスを知ることがで

きる．また，そのバランスの時系列的変化を捉えること

によって，各国内における空港整備が大都市を優先して

行われていたのか，国土全体の均衡な発展を重視して行

われていたのかという国の計画思想を知ることができる． 

 回帰直線の傾きを aとすると a>1のとき，優勢地域指

向型の整備が行われてきたと考えられ，逆に a<1のとき，

劣勢地域指向型の整備が行われてきたと考えられる．ま

0
0.5

1
1.5

2
2.5

3
3.5

4

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2013

基
準
化

空
港

容
量
整

備
水
準

North

West

East

South West

South East

South

Center

0
0.5

1
1.5

2
2.5

3
3.5

4

1990 1995 2000 2005 2010 2014

基
準
化
空
港

容
量
整
備
水
準

Berlin & Brandenburg

North

East South

West North

West Center

West South

Germany

0
0.5

1
1.5

2
2.5

3
3.5

4

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2014

基
準
化
空
港

容
量
整
備
水
準

北海道

東北

関東

中部

近畿

中国

四国

九州

日本

図 9 フランスの空港容量整備水準の推移 

図 10 ドイツの空港容量整備水準の推移 

図 11 日本の空港容量整備水準の推移 
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た，a=1 のときはすべての地域において等しく整備が行

われてきたと考えられる． 

 地域間バランス指標 IbをIb = a − 1で定義する．この

とき，以下の状態であることを示す．Ib>0のとき，優勢

地域優先整備状態．Ib=0のとき，均衡整備状態．Ib<0の

とき，劣勢地域優先整備状態である． 

b） アクセシビリティの地域間バランス 

 イギリスではここ35年間，地域間バランスに変化は見

られない．Ib=0.2前後で推移しており，やや優勢地域優

先ではあるが概ね均衡整備状態となっている．Scotland 

のような地方部の整備を行いつつ，South West 及び

London & East & South East といった南側の経済発展した地

域についても整備を進め，地域間のバランスに配慮し 

た整備を行っているという状態が表れている． 

 フランスにおいては回帰直線の決定係数がどの年も

0.1未満となり信頼性に欠ける結果となった．Ibは常に負

の値を取り，劣勢地域優先整備状況であることが読み取

れる． 

 ドイツでは郵政地域の整備水準の向上により地域間バ

ランス指標が向上した結果，2010年においてはほとんど

Ib=0となり均衡整備状態となっている． 

 日本では回帰直線の決定係数が0.1未満となっている

年もあるが，概ね負の値を示している．1980 年から1990 

年では負の傾きが大きくなっていたが，1990 年を境に

徐々に緩やかになってきている．これは1980 年以前か

ら一県一空港の推進により地方部における空港アクセシ

ビリティを高めてきたが，近年では徐々に三大都市圏の

ある地域での空港整備も進んできたため，地域間バラン

スが改善されたものと見られる． 

c） キャパシティの地域間バランス 

 イギリスはキャパシティに関してもアクセシビリティ

と傾向は変わらず，Ib=0.1前後のほぼ均衡状態で推移し

ている．これは空港容量として滑走路のみを評価基準と

したことの影響が少なからずあると思われ，ロンドン･

ヒースロー空港，ロンドン・ガトウィック空港のターミ

ナル増設といった指標に表れない範囲での空港容量の増

加があるため，実際にはやや優先整備状態になっている

と思われる． 

 フランスは地域間バランス指標においても基準化空港

整備水準で見られたアクセシビリティとキャパシティ関

係が見られる．基準化空港整備水準において，アクセシ

ビリティでは首都パリを擁するCenter は低水準であった

が，キャパシティについては高水準であるという傾向が

あった．地域間バランスにおいてもその傾向は見られ，

アクセシビリティでは劣勢地域優先整備状態となってい

たが，キャパシティではCenter の整備水準が高くなって

いる結果，均衡整備状態となっている．また，2010 年

からはIbが0を超えており，高まる航空需要に対して対

応している様子が見られる． 

 ドイツに関しては，キャパシティとアクセシビリティ

との傾向は概ね同じ傾向を示している．1995年から2000

年ではIb=-0.4ほどであったが，近年ではIb=-0.1 程度で推

移してきており，キャパシティにおいても均衡整備状態

となっていることが読み取れる． 

 日本ではキャパシティにおいても回帰直線の決定係数

は0.1 未満の年があるが，アクセシビリティと同じく概

ね劣勢地域優先整備状態となっている．またアクセシビ

リティと同様に，1980 年から1990 年までは地域バラン

ス指標の負の値が大きく，劣勢地域優先整備状態が深ま

っていたが，1990 年を境にややその傾向が弱まりつつ

ある． 

 

（4） 本章のまとめ 

 イギリスでは，Scotland 及びロンドンを中心とした国

土の南側の地域において空港整備水準が高いということ

がわかった．Scotland においては地域面積が広く人口密

度が低くなるので，航空インフラの活用度が高くなると

いうことを加味し Scotland を除いて空港整備水準を考え

ると，London & East & South Eastが一番高くなる．すなわ

ち首都ロンドンに空港が集中しているということがわか

る．このことは地域間バランス指標からも読み取ること

ができ，Scotland とLondon & East & South Eastにおける整

備が進んだ結果，全体としてやや優勢地域優先整備状態

となっているといえる． 

フランスでは，首都パリを擁する Centerとそれ以外の

地域にわけて空港整備水準の傾向を述べることができる．

Center 以外の地域では，パリを中心としてパリから遠い

地域ほど空港整備水準が高いという傾向が見られる．3

章においてフランス西部と南部において空港整備が進ん

でいる様子が見られる旨について述べたが，単にパリか

ら遠い地域を優先したわけではなく，人口や経済規模も

含めた上で整備が進められているといえる．そのため，

パリからの距離が等しい地域でも，人口，経済規模の大

きい地域の方が空港整備は進んでいる． 

また，パリでは，空港アクセシビリティは高くないも

のの，キャパシティの整備水準は高く，利用客の多い首

都圏の需要に応えている． 

 ドイツでは，ドイツ再統一の影響が残る 2005年以前

と 2005年以降にわけて考える．地域間バランス指標に

おいて 1995年から 2005年までは劣勢地域優先整備状態

となっていた．3章においてドイツは国土分散的な空港

分布となっている様子が見られたが，この時期において

劣勢地域優先となっているのは，ドイツ再統一により，

経済力の高かった旧西ドイツの地域に比べて経済力の低

かった旧東ドイツの地域の空港整備水準が高く出るから

である．すなわち 2005年以前においては，地域間の経
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済状態に違いがありながらも，空港の分布は単に地理的

に均等になっていたということが考えられる． 

2005年以降においては，優勢地域であるWest Center

における空港整備が進んできたことによって，人口，経

済能力に応じた均衡整備状態となっている． 

 日本では，アクセシビリティ，キャパシティともに遠

方重視型となっている．地域間バランス指標からもその

傾向は見られ，北海道，四国，東北といった劣勢地域に

おける空港整備水準は高く，関東，近畿，中部といった

優勢地域における空港整備水準は低くなっている．加え

て地域差が大きいことも日本の空港整備水準の特徴であ

る．一県一空港の推進によって地方部の空港整備が進ん

だが，三大都市圏周辺では地上での空港アクセス手段が

発達しているため空港整備が行われなかった．これによ

り劣勢地域と優勢地域間での空港整備水準に大きな差が

生まれてしまったと考えられる．近年では，三大都市圏

においても相次いで新空港が開港しているが，その差は

いまだに大きいままである． 

また日本は，対象とする4カ国の中で唯一，首都を擁

する地域の容量整備水準が全国平均よりも低い国となっ

ている．これは首都圏における空港容量の整備が他国よ

りも遅れているという見方ができるが，視点を変えると，

他国に比べて地方空港の整備が進んでいるともいえる．

しかし，いずれにしても首都圏の空港が混雑している状

況に変わりはないので，首都圏空港の拡張整備を行うか，

整備が進んでいる地方空港への需要のシフトを行うこと

で空港容量の足りていない首都圏空港の機能を補う必要

があるといえるだろう． 

 

5. 1980年以前の空港計画 

 

 前章における基準化空港整備水準指標を用いた定量的

国際比較において，各国の空港分布形態の特徴は，人

口・経済的に優位な地域である優勢地域と劣勢地域との

関係によって論ぜられた．優勢地域の空港アクセシビリ

ティ，キャパシティはそれぞれ整備状況が異なり，それ

が各国の空港分布形態を特徴付けたといえる． 

 本章では各国の空港分布形態を形作った 1980 年以前

の各国の空港整備状況について理解を深めるため，その

鍵となる，優勢地域である都市圏の空港について， 

1960 年代，1970 年代の空港整備計画の観点から論ずる． 

 

（1） ジェット化時代における空港容量拡大計画 

戦後における急速な技術革新により1958年にはジェッ

ト機が登場・就航し，航空機の大型化，高速化が進んで

いた14)．また，1960年代には世界の航空需要は目覚しく

拡大しており15)，各国はこの急激な需要の増加に対応す

るため，大空港建設計画を実施に移していた．新東京国

際空港やフランスのシャルル・ド・ゴール空港，イギリ

スでも当時マプリン空港という巨大空港の建設を予定し

ていた． 

 しかし，実際にはマプリン計画は放棄，また，新東京

国際空港も本来あった巨大な新空港計画を縮小しての開

港となった．一方シャルル・ド・ゴール空港を開港した

フランスは、ヨーロッパ内での国際ハブ空港として現在

でも上位を保っている．本節では，ロンドン都市圏の増

大する航空旅客に対処するための巨大な新空港計画であ

るマプリン計画を放棄してしまったイギリスと，同じく

東京都市圏の航空旅客及び発展する航空機に対処するた

めの巨大な新空港計画を持っていたものの計画を縮小し

て新空港を建設した日本について，その概要を述べ，比

較の一助とする． 

a） マプリン計画 

マプリン空港は1971年，ヒースロー，ガトウィックに

次ぐロンドン第3空港として計画された空港である．イ

ギリスでは当時，国内航空旅客の約80%がロンドンに集

中していた．航空需要は今後も増加を続けると予想され

ており，この需要の増大への対処が必要だった．マプリ

ンはロンドンから東に80km離れたテムズ川河口の地域

で，大規模な埋め立てによって用地造成を行い，そこに

新空港を建設するという計画であった． 

計画は，空港関連施設のほか，工業ゾーン，港湾，石油

基地，さらには50万人規模の住宅ニュータウンやレクリ

エーション施設まで備えた地域開発的性格を持った総合

開発計画であった．また空港は平行滑走路2組からなる

4250m×4本の滑走路を持つ，世界初の海上空港として

運用される予定であった． 

しかし，1974年7月，政権交代により誕生した労働党

内閣はマプリン計画の放棄を発表した．主な理由として

は政権交代のほかに2つある．1つ目は1973年に発生した

オイルショックである．オイルショックにより経済が落

ち込んだ影響で航空需要の伸び率が大幅に減退し当初の

予想より大幅に旅客数が下がると予想された．これによ

り現存空港のみで対処可能であると考えられ，加えて機

材の大型化が進むことによって旅客数の伸びに比して発

着数の伸びはより減退する見込みであることも新空港建

設案の放棄につながった．2つ目は建設費の高騰である．

1973年の計画段階における最終的な埋め立て総面積は

7400haとなっており，これは現在の日本における東京湾

全体での埋め立て面積である5760haと比べるとその埋め

立ての規模の大きさがわかる．現存空港の整備や地方空

港への需要の分散という航空需要に対応する他の代替手

法に比べ，マプリン空港の建設費は約2倍になると予想

されており，経済的負担があまりにも大き過ぎるという

ことであった．その他にもマプリンはロンドン市内中心

部から遠すぎるといった理由や航空機の機体及びエンジ
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ンの技術的進歩により騒音問題が今後改善されていくと

予想されるなどといった理由があった． 

その後，英国政府は1979年12月に将来の空港政策の決

定に関して声明を発表し，完全な新空港の建設に巨費を

投じるよりも輸送量の増加に応じて現在の空港を拡張し

てロンドン地区における将来の需要を満たす必要がある

とした．その中で政策の中心として，スタンステッド空

港をロンドン第3空港として開発すること，ヒースロー

空港に第4ターミナルを建設すること，ガトウィック空

港に第2ターミナルを建設することを決めた．また，全

国の地方空港の拡張の奨励，スタンステッド空港の拡張

も計画された．これにより19年間にわたって論議された

マプリン新空港計画は完全に放棄された16)． 

b） 新東京国際空港 

新東京国際空港の建設の経緯については多くの書籍，

記事において触れられているためここで詳細に触れるこ

とはしない．本項では，過去に示された新東京国際空港

の計画案に概要を述べることとする． 

昭和39年（1964年）の運輸白書において示された新空

港の計画案ではこの頃盛んに開発が進んでいた超音速旅

客機の発着，同時離着陸可能な滑走路配置等を考え，可

能な限り大きく，安全かつ効率的な運用ができる滑走路

配置のもと設計された．規模は4000mの主滑走路と

2500m補助滑走路が2本ずつ，3600mの横風用滑走路1本

の計5本の滑走路が設計されており，敷地面積は2300ha

とされていた．当時，複数の空港建設候補地の中で第一

候補となっていたのは千葉県富里村（現富里市）であっ

たが，地域住民の反対により計画は失敗．最終的に1966

年7月，閣議決定により千葉県成田市の三里塚地区に新

空港を建設することが決まった． 

新空港の規模は当初案である富里村の案（以下，富里

案とする）のときの約半分にあたる1060haとし，滑走路

に関しても4000mと2500mの2本の平行滑走路と3200mの

横風用滑走路の計3本に縮小された． 

空港は1978年に開港したが，三里塚においても住民の

反対運動が起こり，その影響で開港時には4000mの主滑

走路1本のみでの開港となった．その後2002年に平行滑

走路である第2滑走路が2180mで供用開始され，2009年に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討されており，成田に計画が移った当初の案（以下，

成田計画案とする）に徐々に近づいてきている． 

 

（2） 計画完成を仮定した容量整備水準の推移 

 本節では，基準化空港容量整備水準指標を用い，前節

で述べた空港計画が計画通りに進められていた場合の空

港容量について計算結果を示しながら論ずる． 

 なお，計画が実行されていたとしても現在行われてい

る空港容量整備も同時に行われていると仮定する．その

ため，現状の空港容量の推移に新空港計画分の空港容量

が加算されて計算されることとなる．なお，新東京国際

空港に関してはデータを置き換えて計算を行っている． 

a） マプリン空港 

 マプリン空港の空港容量を算入した基準化空港容量整

備水準指標の計算にあたって設定した仮定・設定は以下

の通りである． 

 1980年までに2本の平行滑走路（4250m×2）が供用

開始されたとする． 

 1985年から1990年の間に，計画されていたすべての

滑走路（4250m×4）が供用開始されたとする． 

 基準は2010年の日本全体の空港容量整備水準とす

る． 

 図12に結果を示す．London & East & South Eastにおける

空港容量整備水準が大きく上昇するとともに，イギリス

全体の空港容量整備水準も大きく上昇している．ロンド

ン都市圏における空港容量はScotlandを抜いてイギリス

国内一となり，よりロンドンにおける航空旅客の集中が

起きていたと思われる．首都集中型の空港分布はより強

まっていただろう．また，EU統合後，EU圏内便は国際

線扱いから国内線扱いとなったことで，現在ヨーロッパ

におけるハブ空港争いが起きているが，マプリン空港が

整備されていれば，イギリスはその争いから抜きん出た

存在となっていたと考えられる． 

 現在ロンドンでは，ヒースロー空港の第5ターミナル 

の建設やシティ空港の開港など，計画を放棄した1974年

よりもアクセシビリティ，キャパシティの両面において

整備が進んできている．いまだにロンドン都市圏の空港 

の役割を果たし続けている．マプリン空港建設によって 
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図 12 マプリン計画実行時のイギリスの基準化空港容量整備水準の推移 
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受けることができたであろう便益は大きなものであった

かもしれないが，河口の環境保護のといった観点や莫大

な建設費を考慮に入れると英国政府による中止の判断は

正しかったといえるかもしれない． 

b） 新東京国際空港 

 日本の新空港計画は富里案と成田計画案の2つがある．

しかし前述した通り，近年の空港容量整備により現在の

成田空港は成田計画案に近づいてきた．よって本項では

富里案が実行に移されたと仮定した場合のみを扱う． 

富里案の空港容量を算入した基準化空港容量整備水準

指標の計算にあたって設定した仮定・設定は以下の通り

である． 

 昭和39年運輸白書に書かれている通り第1期工事が

昭和45年度（1970）までに終えるとする．また，

このとき整備されている滑走路は4000mと2500mの

平行滑走路2本とする． 

 その後の計画について明確なことはかかれていな

いが，マプリン空港における整備計画ペースを例

として1980年までに3600mの横風用滑走路，1985年

までにもう一組の平行滑走路（4000mと2500m）が

供用開始となるとする． 

 基準は2010年の日本全体の空港容量整備水準とす

る． 

 図13に結果を示す．関東における空港容量整備水準の

地方別順位は最下位から，下から3番目まであがり，わ

ずかではあるが日本全体の水準に近く．1985年，1990年

においては全体の水準を超えているが，引き続き整備を

行っていかなければ人口，経済規模の拡大とともに空港

容量整備水準は下がってしまう．たとえ新東京国際空港

を富里案どおりに進めていたとしても空港整備を続けて

いかなければならない結果には変わりないということで

ある．全体としては遠方重視型の空港容量整備ではある

が，富里案が実行されていれば首都圏の空港混雑問題は

現在ほど深刻ではなかっただろう． 

 現在，東アジアには韓国の仁川空港，中国の北京首都 

空港，香港の香港国際空港といった容量の大きな空港が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相次いで整備されている．東アジアの航空を牽引してい

た日本の立場はもはや安泰とはいえず，東アジアのハブ

空港としての役割は成田空港から上記の空港に移りつつ

ある．これに対抗するには都市圏の空港機能を強化する

ことが必要だろう． 

 しかし，逆に日本は首都圏の空港機能の強化の代わり

に地方空港の整備を充実させていったという考え方もで

きる．近年ではインバウンドがさかんに行われ，訪日外

国人数は増えている．2020年に開かれる東京オリンピッ

クではますます多くの観光客が日本にやってくると予想

され，首都圏空港の空港容量は限界に達すると思われる．

そのような事態に対処する方法として，地方空港の活用

が挙げられる．訪日外国人旅行客を首都圏の空港のみで

対処せずにキャパシティに余裕のある地方空港に迎え入

れることによって，現状の整備状況のままでも増え続け

るインバウンドに対処することが可能であると考えられ

る． 

 首都圏空港に関しては他国より遅れをとっていること

は事実であるが，その分地方空港の整備に重点を置いて

おり，2011年に発生した東日本大震災では緊急時の輸送

にも大きな役割を果たすことが実証された．今後首都圏

空港の機能強化は行っていかなければならないのは明白

だが，これまでの日本の空港整備政策が間違いであった

と言い切ることはできないであろう． 

 

（3） 総滑走路長における比較 

 本節では，首都圏の空港容量拡張整備に成功したパリ

と，東京の空港の滑走路の総延長を比較することによっ

て，両国の首都圏における空港容量整備水準の比較を行

う． 

 次ページ表5はパリ，東京の各空港の滑走路本数及び

滑走路総延長，都市全体での滑走路総延長をまとめたも

のである．また，東京の欄には富里案が採用されていた

場合の新東京国際空港の滑走路総延長及び東京全体での

総滑走路延長を参考のため示した．シャルル・ド・ゴー

ル空港はこの30年で滑走路を2本増やし，同じくパリの 
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図 13 富里案実行時の日本の基準化空港容量整備水準の推移 
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表 5 パリと東京の空港の滑走路総延長の比較 

 

オルリー空港の負担を減らすとともにハブ空港としての

機能を大きく伸ばしている．一方東京も羽田と成田で1

本ずつ滑走路を増やし，都市全体としてみれば，空港容

量を整備できているが，依然として滑走路総延長で約

6000mの差をパリにつけられている．これは羽田のメイ

ン滑走路2本分の差となっている．ちなみにロンドンの

空港の滑走路総延長は2015年で16137mとなっており，日

本と同じレベルにあると言える． 

 

（4） イギリスとの違い 

 それでは，イギリスと日本の空港整備水準の違いはど

こにあるのか．日本と同じく，イギリスでも首都圏での

大空港建設計画はあったが，その計画は放棄し，大規模

な空港容量の拡充は断念せざるをえない状況であった．

しかし，首都圏を含む地域における基準化空港空間アク

セス整備水準及び基準化空港容量整備水準では，両国の

間に差がみられる．イギリスでは，ロンドンを含む周辺

地域の整備水準は国内の平均水準より高く，逆に日本で

は，関東地方の整備水準は国内最低となっている． 

 この違いは両国の旧軍用飛行場の立地が影響している．

図14は1958年の日本とイギリスにおける，第一次世界大

戦及び第二次世界大戦時に建設された軍用飛行場から転

用された民間空港の位置を示したものである．日本で

1958年までに開港した空港はすべて旧軍用飛行場となっ 

 

ているが，この時点で東京からとおい西側の地域におい

て多くの空港が建設されている．一方イギリスでは第二

次世界大戦で使用され，民間空港として転用された空港

のうち，半数が戦時中に建設された旧軍用飛行場となっ

ており，それらはロンドンに近い南側に集まっていると

いうことが見られる．このことから日本の遠保重視の空

港整備，イギリスの首都圏重視の空港整備は旧軍用飛行

場の分布が影響を与えたものと考えられる． 

 

（5） 本章のまとめ 

 航空需要が著しく拡大した1960年代には，先進国では

将来の需要の増大を見込んだ巨大空港計画が策定されて

いた．その中でもフランスのシャルル・ド・ゴール空港

やアメリカのダラス・フォートワース空港は計画を成功

させ，今なお地域における主要ハブ空港として重要な役

割を示している．一方、イギリスのマプリン空港や日本

の新東京国際空港は地域住民の反対やオイルショック等

の影響により当初の計画通りに新空港計画を進めること

ができなかった．双方とも仮に計画が成功していれば，

地域において大きな影響を持つ主要ハブ空港となってい 

たと予想される．また国内の空港容量整備水準も上昇し，

現在の首都圏空港の混雑は緩和されていたであろう． 

 巨大空港計画の成否はその後の空港整備方針にも影響

を与えた．フランスでは4章で示したようにシャルル・

ド・ゴール空港の建設によりパリの空港容量が大幅に上

がった影響で首都圏の空港容量はアクセシビリティに比

して大幅に上がった．一方，イギリスと日本ではその後

の空港容量整備水準の挙動が異なる． 

イギリスでは，1980年以降現存空港の拡張を首都圏空

港の混雑問題に対する中心政策とし，ロンドンの各空港

においてターミナルを増設するなどして容量の確保に努

めた．その結果、ロンドン及びその周辺地域の空港容量

水準は増加しており、イギリス国内における高水準地域

の座を保っている．また，指標に入らないターミナル増

設の影響も考慮するとグラフ上の値よりも容量は拡大し

ている． 

空港容量整備水準の推移を見ると日本では1980年以降，

地域差が大きく広がっている．これは各地において空港

の拡張が盛んに行なわれていた影響である．日本では，

一県一空港を推進した結果，地方部における空港数は都

市部及びその周辺地域における空港数よりも増えた．可

児(2015)1)によると，1968年からは空港の移転・拡張期に

あたり，一県一空港の推進で地方に建設された空港が一

斉にその容量を伸ばし始めたことでより地域差が広がる

結果になったと考えられる．日本は首都圏の空港容量の

大幅な拡張計画に失敗した後，代替案を用いて首都圏の

空港容量拡大を行なうのではなく，地方空港における整

備を優先したということがいえる． 

 
パリ 東京 

空港 CDG Orly 羽田 成田 
計画案 

(参考) 

1985年           

本数 2 4 3 1 - 

総延長 7200m 11220m 8650m 4000m - 

総延長 18420m 12650m - 

      
2015年           

本数 4 3 4 2 5 

総延長 13815m 9370m 11000m 6500m 16600m 

総延長 23185m 17500m 27600m 

図 14 1958年時点の日本とイギリスの軍からの転用空港 
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計画失敗後の整備状況の推移に見られる空港整備方針

として，イギリスではもともと整備水準の高かった首都

圏空港の容量確保を行い，日本では一県一空港の推進に

引き続き地方空港における空港容量整備を進めていた．

このことから，計画を失敗しても首都圏の空港容量問題

の解決を図ったイギリスと計画を失敗した後，首都圏の

空港容量問題への対応ではなく地方空港の拡充を図った

日本という2つの方針が見られた． 

この方針の違いによって，日本とその他の国という分

類ができる．空港計画を成功させたフランス，均衡な発

展を維持したドイツ、首都圏の空港容量問題に対応した

イギリスと西欧の先進国は首都圏空港の整備を推進して

きた．一方日本では地方空港の拡張整備に力を注いでき

た結果，首都圏の空港整備が遅れることとなった．地方

空港を重視してきたことは決して地方都市の活性化や緊

急時の交通手段となりうるため無駄であるとはいえない

が，今後日本は首都圏空港の容量問題に取り組み，他の

先進国の水準を目指していく必要があるだろう． 

 

6. まとめ 

 本研究では，イギリス，フランス，ドイツ，日本の4

カ国において，1980年頃から現在までの間に存在した民

間空港の整備数，整備状況についてデータを収集した．

また，各国の空港整備状況を比較するため， 空港容量

の算出に関する新しい手法を開発した．今まで用いられ

ていた，ICAOの滑走路カテゴリーをもとにした不連続

な空港容量算出方法を改良し，主要民間航空機の離陸必

要距離・着陸必要距離と定員との関係から回帰分析を行

い，客観的に妥当である連続した空港容量算定式を開発

した．それは空港容量w 人，離着必要距離の最大値をx 

mとしてw = ଵ.଻ହସ଼ と表される．それから既存ݔ0.0002

の評価指標である，基準化整備水準指標を用い，イギリ

ス，フランス，ドイツ，日本の4カ国について基準化空

港空間アクセス整備水準及び基準化空港容量整備水準を

求め比較を行った．また，地域間バランス指標を用い，

各国の地域間における整備水準のバランスを求め，比較

を行った． 

その結果，各国の空港分布には以下のような特徴が見

られた．イギリスでは優勢地域である国土の南部を中心

に空港整備水準が高い．特にロンドン及び周辺地域では

アクセシビリティ，キャパシティともに高水準である．

フランスでは，首都パリを中心としてパリから遠い地域

ほど空港整備水準が高い．また，パリ及び周辺地域の空

港キャパシティはアクセシビリティに比して高い水準と

なっている．ドイツでは，各地方で均衡な空港整備をし

ている．それは単に空間的に均衡であるということでは

なく，人口，経済規模に応じた均衡整備となっている．

日本では，劣勢地域の空港整備水準が高く，地域差が大

きい．三大都市圏における空港整備水準は特に低くなっ

ており，地方重視の空港分布となっている．上記の各国

の特徴から，空港分布には以下の3つの型が存在すると

いえる．首都を中心とした地域及びその周辺に空港が集

中し，他地域と比べても整備水準が高くなっているとい

う首都集中型．例として挙げられる国はイギリス．首都

の周辺では空港の整備があまり行われていないが，首都

から遠い地域における空港整備水準は高いという遠方重

視型．例として挙げられる国はフランス，日本．国土に

均等に空港が整備されている均等分布型．例として挙げ

られる国はドイツである． 

 国によってこのような違いが見られる要因として，都

市圏における空港計画を調査した．1960年代頃からの航

空需要の急激な増加に対する各国の整備計画について調

査を行い，その中でも新空港を整備することにより需要

に対応する計画について取り上げ，具体的な例としてマ

プリン計画と新東京国際空港についてさらに調査を行っ

た．計画を断念したイギリスでは現存首都圏空港の容量

の拡張，縮小した日本では，地方空港の整備・拡張をそ

の後行なっており，計画失敗後の国内の空港整備方針に

対する2つの思想が見られた．また，首都圏空港の整備

を行なわなかったのは日本のみであり，今後の東京の容

量整備は行なっていくべきであるというような示唆が得

られた． 

 本研究の課題は，西欧諸国のデータの不足や対象国の

拡張が挙げられる．ドイツにおける小空港に関するデー

タが得られなかったため，空港の年間利用客数によって

研究対象とする空港を限定した．しかし，小空港を加え

て同様の研究を行うことでまた違った結果が得られる可

能性がある．対象年についてもデータが得られなかった

ため1980年からの比較となったが，戦後直後からの空港

整備状況を加えることができれば各国の空港整備方針に

ついてより深く理解できると思われる．また，本研究で

の対象国については日本と経済的に近く，航空産業の成

熟レベルの近い国のみしか扱わなかった．世界各国の地

域レベルの空港整備状況について考察を行うには多くの

時間が必要になると思われるが，対象国を広げることで

興味深い結果を得られることが期待される．それから，

空港容量の評価指標にターミナル数や管制処理能力，営

業時間といった観点を盛り込むことでより実情に近い評

価が可能になると考えられる． 
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